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Ⅰ．基本方針 

一般財団法人日本栄養実践科学戦略機構は、栄養実践科学の専門的かつ戦略

的な教育、研究及び技術開発と、その成果の発信交流及び共有基盤の構築及び

運営を行うことにより、保健医療福祉栄養の発展と拡充、並びに国内外の公衆

栄養の普遍的で持続的な向上に寄与することを目的としている。 

２０２５年度は、栄養実践科学を身につけて人びとに奉仕するよりよい質の

専門職としての管理栄養士・栄養士を育成するための教育及び研修システムの

整理・検討を行うとともに、モデル研修を実証・検証する。また、多様で質の

高い研究・開発に向け、産官学連携・協働を推進する。さらに、管理栄養士・

栄養士による教育研究・実践の成果を蓄積するとともに、その活動を広く拡大

するための情報発信にも取り組む。 

 

Ⅱ．２０２５年度事業報告 

 ２０２５年度においては、以下事業を実施した。 

１．栄養実践科学に係る専門職の教育及び研修事業 

本事業は、国民の生涯にわたる健康づくりを支援する管理栄養士・栄養士を

育成するために、栄養実践科学の指導に係る各種の教育研修等に取り組むもの

である。 

人生100年時代を迎える中で、「誰一人取り残さない持続可能な社会の実

現」を目指して、全ライフステージにおいて栄養に関する様々な栄養課題を解

決していくことは重要である。 

しかし、著しい社会環境の変化や人びとのニーズの多様化等により、管理栄

養士・栄養士への期待が高まり、担うべき業務もより困難・複雑になりつつあ

り、より質の高い「栄養の指導」ができる管理栄養士・栄養士が求められてい

る。そこで、これまで行われてきた管理栄養士・栄養士を中心とする専門職の

教育・研修内容の現状と課題を整理し、今後のあり方について検討した。 

■教育の全体システムの整理・検討 

公益社団法人日本栄養士会「生涯教育制度」の現状と課題を整理し、今後の

あり方について検討を行った。 

また、専門職としての質の担保・向上のための効果的・効率的な教育体制を

構築するために、教育内容・方法の改善・開発とともに、キャリアステージに

合わせた研修体系について、日本栄養士会の関係者と意見交換・情報共有を行
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うとともに、今後も引き続き検討を進めることとした。 

２．栄養実践科学に係る戦略的調査研究及び同調査研究助成事業 

本事業は、食を命（健康）に結ぶ栄養の科学と、食を命に結ぶ人びとの現実

の栄養の営みを支援する科学とを、高度に統合させた学際的で実践的な科学で

ある「栄養実践科学」を発展させるために戦略的に調査研究に取り組む事業で

ある。 

栄養実践科学には、これを人びとの命に役立てるための専門的技術が伴い、

国民の生涯にわたる健康づくりを支援する管理栄養士・栄養士の専門職として

の質を担保することが必要である。 

また、近年の社会経済状況の多様化や疾病構造の変化、高齢化の進展等を背

景とした諸問題に対応する専門性と豊かな人間性・社会性を備えた力量のある

専門職が求められており、高度な専門知識・技術に対する教育のニーズが高ま

っている。 

このような中で、管理栄養士・栄養士の専門能力の向上のための実践的な教

育・研修の企画開発が必要であり、実践的な教育・研修等について検討が求め

られている。 

■実践的な研修の推進（モデル研修の開発・実証・検証） 

  多様化する教育・研修ニーズに対応するため、新たなモデル研修等を開発・

企画し、実証・検証を行った。 

  研修内容の開発にあたっては、本法人の理事及び評議員の専門分野に関する

社会的課題等を捉え、具体的なテーマを検討した。 

また、eラーニングシステムやデジタルコンテンツ、サテライト等のICTの活

用を検討し、企業・大学・研究機関などと連携した実践的なモデル研修の開発

を進め、2026年度の実証に向けて準備を行った。 

■栄養実践科学に係る調査研究事業の推進 

企業と大学（高崎健康福祉大学）との共同研究として、「栄養モニタリング

サービスを用いた尿分析自己測定による事業所従業員の食生活改善および行動

変容の検証」をテーマに研究計画を作成し、研究倫理審査の許可（高崎健康大

倫第2546号令和７年10月30日付け）及び、研究者主導臨床研究に係る委託研究

契約書の締結を経て、研究を開始した。そのため、関係者との協議・検討、現

地調査を行った。 

また、利益相反（COI）マネジメント規程及び利益相反（COI）マネジメント
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委員会設置規程に基づき、研究の公正性、透明性、中立性及び信頼性の確保に

務めた。 

さらに、当該研究により得られた知見および成果を、地域住民および企業従

事者の栄養改善および健康づくりに資する形で地域社会へ還元し、行政機関、

地域保健福祉機関、専門職団体等との連携を通じて社会的活用を推進すること

を目的として、研究・地域連携運営委員会を設置・開催した。 

３．栄養実践科学に基づく栄養食事療法その他の保健医療福祉等に係

る栄養の指導及び管理に関する技術開発事業 

本事業は、戦略と戦術及び物的及び制度的な資源の整備の確立及び拡充に資

することにより、保健医療福祉栄養の指導及び管理に関する技術開発に取り組

む事業である。 

この取り組みを効果的に進めていくためには、企業・大学・研究機関・行政

機関等との協働による「産学官連携によるシンクタンク機能」を持ち、エビデ

ンスに基づいた技術開発が求められている。 

そのため、産学官連携によるネットワークを構築するとともに、「シンクタ

ンク機能」を発展させることを目指して、新たな研究・開発に向けた支援の確

保・環境づくりの推進に取り組む。 

■産学官連携によるシンクタンク機能の構築に向けた検討・推進 

 「NUPSエクステンションプラン」 

「シンクタンク機能」を発展させることを目指して、栄養実践科学の専門的

かつ戦略的な教育、研究及び技術開発と、その成果をいち早く社会に還元する

ために、２つの「NUPSエクステンションプラン」に取り組んだ。  

エクステンション(Extension)とは、拡張、拡大、延長、伸展、伸ばすことで

あり、「Ⅰ 完成したシステムに、新たな機能を追加すること」、「Ⅱ 教育・

研究機能を広く社会に開放すること」の２つの意味があることから、次の２つ

のプランを推進した。   

●プランⅠ エクステンションコンサルティング  

絶えず変化する栄養や健康に関する社会情勢に対応し、多様化する国民ニー

ズを満たすために、民間企業・大学・研究機関等では新たな対策や取り組みが

求められている。そのため、民間企業・大学・研究機関等の相談を受け、経営

戦略・事業開発・業務開発などで抱える課題に対応するための指導助言や企

画・立案を行い、成長へと導くために必要な新たな機能を追加するためのコン
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サルティングを行った。2025年度は、企業７社から申込みがあり、コンサルテ

ィングを実施した。 

○実装の導入支援 

NUPSエクステンションプランの具体的な事業展開として、「栄養のあるま

ち」の実装に向けた導入支援を行っている。官民連携で課題解決型まちづくり

を目指すプロジェクトの一環として、栄養ケア・ステーションを拠点に「どの

ような地域課題に、どのような形で取り組むのか」を検討し、「栄養のあるま

ちづくり」に向けた構想案の作成・検証を支援した。そのため、関係者との協

議・検討、現地調査を行い、実装に向けた研修・ワークショップを開催した。

○食品企業の海外進出のための実行支援 

海外進出を検討している食品企業への実行支援として、アジア各国の栄養士

制度と栄養士の活動や栄養・食生活を取り巻く現状と課題等についてのアンケ

ート調査をアジア栄養士会と連携して行った。また、進出を検討している国の

栄養士会との協議に同行し、支援を行った。 

○商品ブランドプロモーションのあり方の検討に関わる実行支援 

商品のブランドプロモーションに活かすため、国民の栄養課題を把握したい

企業の支援をおこなった。そのため、関係者との協議・検討を行い、管理栄養

士・栄養士へのグループインタビューの実施をした。 

●プランⅡ エクステンションセミナー  

公益社団法人日本栄養士会では、管理栄養士・栄養士の専門能力向上のため

の生涯教育の推進に取り組んでいる。本機構ではこの教育機能を活かしなが

ら、最新の「知」を統合し、第一線の学者・実務家等によるセミナーを、「シ

ンクタンク機能」の活用により、学ぶ意欲のある全ての方々に提供した。2025

年度は、社会福祉協議会、老人クラブ連合会等、４カ所で実施した。 

４．栄養実践科学に関する国際的栄養専門職の人材育成支援事業 

本事業は、公衆衛生上の課題は、国内のみならず国際的な問題でもあること

から、国境の垣根を越えて、公衆衛生の向上にかかる人材育成に取り組む事業

である。開発途上国の公衆衛生・公衆栄養上の課題に関する支援事業、国際交

流助成事業など、わが国を含む国際的な公衆衛生の課題の解決のために、国際

的栄養専門職の人材育成支援を行う事業である。 

東京栄養サミット2021の成果文書（東京宣言）の日本政府のコミットメント

の項目である「誰一人取り残さない日本の栄養政策」を「国際的な栄養政策」

として日本が世界に発信し、支援することが求められている。 
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■ジャパン・ニュートリションアクション2025in大阪（大阪・関西

万博）への出展 

大阪・関西万博は、世界に誇る日本の栄養改善の軌跡である「ジャパン・ニ

ュートリション」を広く発信し、“栄養の力”によって人々が誰一人取り残さ

れることなく、健康で幸せな生活を営むことができる未来社会を描くために、

栄養と管理栄養士・栄養士の“力”を実感してもらい、未来への活動をPRする

絶好の契機である。 

そこで、公益社団法人日本栄養士会と連携し、栄養の力で全ての人々を健康

で幸せな生活を営むことができる未来社会を体現・牽引することに協賛した企

業・団体が参加するシンポジウム・トークセッションを開催した。 

また、アジア栄養士フォーラム（主催：日本栄養士会）に参加したアジア各

国の代表との情報交換会を協賛企業との共催で開催した。 

さらに、ジャパン・ニュートリションアクション2025in大阪（大阪・関西万

博）への出展を広く周知するために、日本栄養士会雑誌8月号の編集・出版及

Webサイトの運営を行った。 

■未来の管理栄養士・栄養士のユニフォーム制作 

公益社団法人日本栄養士会と連携し、大阪・関西万博で着用することを目指

し、管理栄養士・栄養士の職業的本質と誇りを象徴するユニフォームを制作し

た。制作にあたっては、関係者、制作委託企業等と検討・協議を行った。 

５．事業の成果の発信交流並びに共有基盤の構築及び運営 

本事業は、１～４までの事業の成果や最新情報・資料などを提供するととも

に、国民はもとより、関係団体、関係機関、大学、民間企業等に情報を発信す

ることで、連携を強化し、多種多様な専門職の交流により、相乗効果を生み出

す仕組みとして共有基盤を構築する事業である。 

また、管理栄養士・栄養士を中心とした専門職による教育研究・実践活動の

成果を蓄積し、業務の実践に生かすとともに、先進的な教育研究・実践の成果

を国内外に情報発信する。 

■栄養の力でつながるプロジェクト ～管理栄養士・栄養士の栄養の

力でつながるウェルビーイングな未来社会の実現プロジェクト～

（栄養つなプロ） 

国では「健康日本21（第三次）」を推進しており、その中でも厚生労働省が

取り組んでいる「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」については、
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全都道府県と連携した食環境づくりの取り組みを強化している。本法人におい

ても食環境づくりを推進するために、国と都道府県、企業と消費者の仲介役と

しての役割を発揮できる人材育成や技術支援に積極的に取り組む。 

その一環として、本プロジェクトでは、管理栄養士・栄養士の栄養の力でつ

ながるウェルビーイングな未来社会の実現を目指して、民間企業・団体との連

携を強化し、多様な管理栄養士・栄養士の実践活動を支援するとともに、実践

の成果を情報発信する事業を展開した。 

2025年度は、企業３社と連携し、各職域、分野の管理栄養士・栄養士およそ

3,500名を、地域で主体的に活動できる実践リーダーとして育成し、各現場で実

践活動を展開、それぞれの対象者およそ30万人の国民に、栄養の指導を行っ

た。 

■プロフェッショナル人材活用促進事業 

栄養実践科学の専門的かつ戦略的な教育、研究及び技術開発と、その成果を

いち早く社会に還元するために取り組む、２つの「NUPS エクステンションプラ

ン」において、具体的な事業を展開するために必要な人材面の基盤強化を図っ

た。各活動に従事する管理栄養士・栄養士を「プロフェッショナル人材」とし

て、「都道府県栄養士会の設置する栄養ケア・ステーション及び公益社団法人

日本栄養士会が認定している認定栄養ケア・ステーションに登録している管理

栄養士・栄養士であり、本機構の基本理念・方針を理解し、賛同して活動でき

る者」と定義し、民間企業・大学・研究機関等からの相談に対応できるよう、

公益社団法人日本栄養士会と連携し、登録を募った。 

2025年度は、認定栄養ケア・ステーション65事業所の登録があり、うち、14

事業所がレシピ監修、栄養相談等、企業から相談のあった活動に従事した。 

■情報の蓄積・共有・活用・発信（ホームページ） 

行政機関・研究機関・学会等と連携し、政策に資する研究成果の蓄積・発信

の仕組みを検討した。また、各事業の成果を広く開示すべく、ホームページ等

により発信し、事業内容の周知を図るようホームページの改修を行った。さら

に、日本栄養実践科学戦略機構およびその活動の周知を目的に、パンフレット

の作成を検討した。 

６．法人運営事業 

各種事業を円滑に執行するため、透明性のある財務運営を確保し、機動的な

意思決定と責任ある執行を行った。 

7



また、寄付金募集趣意書を踏まえ、法人運営に係る経費としての寄付金拡大

のための戦略や募金方法について、検討した。 

さらに、事務局体制の充実を図るため、適材適所の人員を採用した。 
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